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資料 １ 調査団員指名、所属 

1-1 基本設計調査 
担 当 氏 名 所 属 

総括 武下 悌冶 独立行政法人国際協力機構(JICA) 

大洋州地域支援事務所長 

計画管理 坂部 英孝 独立行政法人国際協力機構無償資金協力

部業務第一グループ運輸交通・電力チ－ム

業務主任/海上交通/運営・維持管理計画 渡辺 豊徳 水産エンジニアリング株式会社 

船体/機関設計 山田 昭男 水産エンジニアリング株式会社 

艤装/電気設計 山根 聡 水産エンジニアリング株式会社 

機材計画/調達計画/積算 山本 旭 水産エンジニアリング株式会社 

 
1-2 基本設計概要説明調査 

担 当 氏 名 所 属 
総括 武下 悌冶 独立行政法人国際協力機構(JICA) 

大洋州地域支援事務所長 

業務主任/海上交通/運営・維持管理計画 渡辺 豊徳 水産エンジニアリング株式会社 

船体/機関設計 山田 昭男 水産エンジニアリング株式会社 
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資料 ２ 調査日程 
 
2-1 基本設計調査 
No. 月日 曜日 工程  

1 2月24日 土 成田(19:00)→  

2 25 日 日 →（6:45）ﾅﾝﾃﾞｨ、ﾅﾝﾃﾞｨ泊 

3 26 日 月 ﾅﾝﾃﾞｨ（7:00）→（11:05）ﾇｸｱﾛﾌｧ 
交通省(MOT)、ﾎﾟﾘﾈｼｱ船舶公社（SCP）、JICA 事務所にｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ説明､協議 

   JICA 団員 コンサルタント 

4 27 日 火 MOT、SCP と協議   ｵﾛﾊﾞﾊ号乗船： 
ﾇｸｱﾛﾌｧ（13:00）→(22:30)ﾊｱﾌｪﾊﾞ（23:00）
→  

5 28 日 水 空路ﾈｲｱﾌに移動 
岸壁を視察 
空路でﾇｸｱﾛﾌｧに移動  

→（01:30）ﾊﾟﾝｶﾞｲ(04:00)→(13:45)ﾈｲｱﾌ下
船 
 
空路でﾇｸｱﾛﾌｧに移動  

6 3 月 1 日 木 MOT と議事録案協議 SCP で情報/資料収集と協議 

7 2 日 金 議事録署名  ｵﾛﾊﾞﾊ号調査 
MOT 海運局と協議 

8 3 日 土 団内協議  

9 4 日 日 資料整理 

   JICA 団員、コンサルタント① コンサルタント 

10 5 日 月 外務省表敬、団長（ﾇｸｱﾛﾌｧ→ｽｳﾞｧ） ﾇｸｱﾛﾌｧ港における荷役作業状況調査  

   JICA 団員、コンサルタント①、② コンサルタント③、④ 

11 6 日 火 JICA 団員、コンサルタント①： 
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ Aid 事務所表敬 
コンサルタント②：ワークショップ調査

空路：ﾇｸｱﾛﾌｧ→ﾈｲｱﾌ 
ｵﾛﾊﾞﾊ号乗船：ﾈｲｱﾌ→ﾆｳｱｽ諸島へ  

12 7 日 水 JICA 事務所訪問 
JICA 団員帰国（ﾇｸｱﾛﾌｧ→ｽｳﾞｧ） 
コンサルﾀﾝﾄ：SCP で協議 

ｵﾛﾊﾞﾊ号乗船 

   コンサルタント①、② コンサルタント③、④ 

13 8 日 木 午前：MOT 次官と協議、 
午後：SCP と協議 

ｵﾛﾊﾞﾊ号乗船 

14 9 日 金 MOT 次官、海運局検査官と協議 
計画船規模、艤装に関する打合せ 

ﾈｲｱﾌ着ｵﾛﾊﾞﾊ号下船 
空路移動：ﾈｲｱﾌ→ﾇｸｱﾛﾌｧ 

15 10 日 土 団内協議 

16 11 日 日 資料整理 

   コンサルタント①、② コンサルタント③、④ 

17 12 日 月 午前：JICA 事務所訪問 
午後：SCP と計画船の仕様案の説明と協

議 

JICA 事務所訪問 
ﾇｸｱﾛﾌｧ→ｽｳﾞｧ、 
ｽｳﾞｧで機材調達事情調査後、帰国 

18 13 日 火 午前：MOT 次官と協議 
午後：SCP との計画船について協議 

19 14 日 水 午前：MOT 大臣、次官、SCP、コンサルタントの合同協議 
午後：計画船の仕様案について説明。 
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No. 月日 曜日 工程  

20 15 日 木 午前：MOT 大臣と協議 
午後：フォークリフトについての調査と情報収集 

21 16 日 金 午前：SCP で計画船の仕様について協議 
午後：MOT 大臣、次官、SCP、コンサルタントの合同協議 

22 17 日 土 打合せ、資料整理 

23 18 日 日 資料整理 

24 19 日 月 MOT、SCP、JICA 事務所に帰国挨拶 
ﾇｸｱﾛﾌｧ（11:50）→(12:45)ｽｳﾞｧ 
JICA ｽｳﾞｧ事務所に報告 

25 20 日 火 ｽｳﾞｧ在日本大使館に報告 

26 21 日 水 ﾅﾝﾃﾞｨに移動 

27 22 日 木 ﾅﾝﾃﾞｨ（10:30）→（17:00）成田 
 
コンサルタント団員    

① 業務主任／海上交通計画／運営・維持管理計画 

② 船体／機関設計 

③ 艤装／電気設計 

④ 機材計画／調達計画／積算 

 

2-2 基本設計概要説明調査 

No. 月日 曜日 工程  

1 10 月 1 日 月 成田(19:00)→  

2 2 日 火 
→（6:45）ﾅﾝﾃﾞｨ、 ｽｳﾞｧに移動 
JICA ﾌｨｼﾞｰ事務所に基本設計概要書説明、協議 
ﾌｨｼﾞｰ在日本大使館に基本設計概要書説明、協議 

3 3 日 水 
ｽｳﾞｧ（9:15）→（11:50）ﾇｸｱﾛﾌｧ 
交通省(MOT)大臣、ﾎﾟﾘﾈｼｱ船舶公社（SCP）、海運局検査官、JICA ﾄﾝｶﾞ事務所所

長に基本設計概要書説明、協議 
4 4 日 木 SCP、海運局と計画船詳細について協議 

5 5 日 金 
JICA ﾄﾝｶﾞ事務所で団内協議 
全体会議－ 交通省(MOT)大臣、ﾎﾟﾘﾈｼｱ船舶公社（SCP）、海運局検査官、JICA ﾄﾝ

ｶﾞ事務所所長、調査団 
6 6 日 土 ﾇｸｱﾛﾌｧ港岸壁を視察 

7 7 日 日 団内協議 

8 8 日 月 
議事録案協議： 
交通省(MOT)大臣、ﾎﾟﾘﾈｼｱ船舶公社（SCP）、海運局検査官、JICA ﾄﾝｶﾞ事務所所

長、調査団 
9 9 日 火 議事録署名 

10 10 日 水 ﾇｸｱﾛﾌｧ（14:50）→(15:45)ｽｳﾞｧ 

11 11 日 木 JICA ﾌｨｼﾞｰ事務所、ﾌｨｼﾞｰ在日本大使館に報告 
ﾅﾝﾃﾞｨに移動 

12 12 日 金 ﾅﾝﾃﾞｨ（9:55）→(17:40)ｿｳﾙ（18:40）→(20:55)成田 
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資料 ３ 相手国関係者リスト 
 
3-1 基本設計調査 

氏 名 職位・所属

Hon. Paul Karalus Minister, Ministry of Transport

Mr. Sione 'Akau'iola Ministry of Transport

Mr. Aisaki Eke Secretary for , Ministry of Finance & Planning

Mr. Mosese Fatukala Budget Project division, Ministry of Finance & Planning

Mr. Heney Cocker Budget Project division, Ministry of Finance & Planning

Capt. William Johnson Ministry of Transport

Capt. H.Motu Fakapelea Ministry of Transport

Mr. Robert Hight Shipping Corporation of Polynesia Limited

Capt. Viliami Vi Shipping Corporation of Polynesia Limited

Mr. Tony Procter Shipping Corporation of Polynesia Limited

Mr. Nikola Tau Shipping Corporation of Polynesia Limited

Mele'ofa Mafi Australian Agency for International Development

Moape Batgai Fiji Ships & Heavy Industries Ltd.

渡邉　弘 在フィジー日本国大使館

池　哲広 JICAフィジー事務所　次長

若杉　聡 JICAフィジー事務所

岡　トゥウモトオア裕子 JICAトンガ事務所

竹前　雅子 JICAトンガ事務所  

 
3-2 基本設計概要説明調査 

氏 名 職位・所属

Hon. Paul Karalus Minister, Ministry of Transport

Mr. Aisaki Eke Secretary for , Ministry of Finance & Planning

Capt. William Johnson Ministry of Transport

Capt. H.Motu Fakapelea Ministry of Transport

Mr. John Jonesse Shipping Corporation of Polynesia Limited, CEO

Capt. Viliami Vi Shipping Corporation of Polynesia Limited

Mr. Tony Procter Shipping Corporation of Polynesia Limited

Mr. Nikola Tau Shipping Corporation of Polynesia Limited  

松尾　龍志 在フィジー日本国大使館

渡邉　弘 在フィジー日本国大使館

鴻巣　玲子 在フィジー日本国大使館  
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三国　成晃 JICAフィジー事務所　次長

若杉　聡 JICAフィジー事務所

松井　信晃 JICAトンガ事務所所長

中村　 範之 JICAトンガ事務所

岡　トゥウモトオア裕子 JICAトンガ事務所  
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資料 ４ 討議議事録 
4-1 基本設計調査 
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4-2 基本設計概要説明調査 
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4-5 資料 ５ 事業事前計画表（基本設計時） 

事業事前計画表（基本設計時） 

１．案件名 

トンガ王国  離島間連絡船建造計画 
 
２．要請の背景（協力の必要性・位置付け） 
「ト」国は南太平洋のほぼ中央部に位置する島嶼国であり、その地域的・地理的状況から、国

民生活や経済活動は海上輸送に大きく依存している。「ト」国政府が策定した第 7 次国家開発計

画（2001～2004）においても、海上セクターの開発は優先課題のひとつとされ、また、海運・

港湾省策定の戦略開発計画（2005～2007）においても、離島間輸送の整備が最優先課題となっ

ている。特に首都ヌクアロファを有し、全国民の 7 割が生活するトンガタプ島を拠点として、「ト」

国の主要産品である農産物や伝統手工芸品の生産地であるヴァヴァウ諸島、ハーパイ諸島、ニウ

アス諸島を連結するトンガタプ航路は、同国の経済発展においても、また、離島振興を主要政策

として掲げる「ト」国政府にとっても、重要な役割を果たしている。 
 トンガタプ航路は、現在「ト」国政府所有の「オロバハ号」が就航しており、「ト」国政府が

100%出資する「ポリネシア船舶公社（Shipping Cooperation of Polynesia Limited：SCP）」に

より運航されている。オロバハ号はトンガタプ島～ヴァヴァウ諸島・ハーパイ諸島間を週 1 回、

トンガタプ島～ニウアス諸島間を政府要請に基づき年 6～8 回程度運航しているが、同航路にて

取り扱われる貨物約 25,000 トンのうち約 7 割を扱う等、前出の生産物や離島民の生活物資の輸

送、離島住民の足として、同国公共輸送サービスの主力として利用されている。 
 しかし、オロバハ号は建造から既に 25 年が経過し、維持管理費用は年々増大するとともに、

安全基準を満たしていないことから、安全で円滑かつ効率的な運航が非常に困難な状況となって

いる。特に、安全基準が満たされていないことにより、保険料が高く設定されるとともに、「ト」

国には大規模なメンテナンス設備がなく、定期的に国外の施設を利用して点検・修理を行う必要

があることから、オロバハ号の継続的かつ安定した運営をより困難な状況としている。 
この状況を放置した場合、近い将来、料金の大幅な値上げ、オロバハ号の老朽化による運航停止、

さらには大事故の発生等が予想され、「ト」国における経済活動のみならず、生活物資の不足、

価格の急騰等、離島民の生活に多大な影響を与えることが懸念される。また、トンガタプ島～ハ

ーパイ諸島・ヴァヴァウ諸島には、民間フェリーサービスも存在するが、ニウアス諸島へのサー

ビス提供は実施しておらず、オロバハ号が運航停止となった場合、同船舶を完全に代替すること

が非常に困難である。 
しかし、「ト」国政府は経済的・技術的に自国資金による新規船舶建造が困難で、あることから、

同分野における豊富な経験と技術力を有するわが国に対し、オロバハ号に代わる新たな連絡船建

造につき、無償資金協力を要請した。 

３．プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

ヴァヴァウ航路及びニウアス航路において、安全で安定した海上交通が確保される。 
＜裨益対称＞全トンガ住民約 10 万人 
トンガタプ諸島住民－71,260 人、ハアパイ諸島住民－7,572 人、 
ヴァヴァウ諸島住民－15,485 人、ニウアス諸島住民－1,652 人                 （2006 年）

(2) プロジェクト全体計画の成果 
乗船定員 400 人、貨物積載能力 400 トンの貨客船が建造される。 
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(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

ア 計画船運航に関わる港湾を整備する。 
イ 新造貨客船を運営維持管理するための人員を配置する。 
ウ 新造貨客船を調達する。 
エ 新造貨客船を用いて離島間の海上輸送を行う。 
 

(4) 投入（インプット） 
ア 日本側（＝本案件）：無償資金協力 16.77 億円 
イ 相手国側： ①必要な人員の確保 
        ②計画船運航に関わる港湾の整備 
 

(5) 実施体制 

主管官庁：運輸省（Ministry of Transport） 
実施機関：運輸省（Ministry of Transport） 
運航機関：ポリネシア船舶公社(Shipping Corporation of Polynesia Ltd.: SCP) 

 
４．無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 
トンガ王国  

(2) 概要 
貨客船 1 隻の建造および荷役機材の調達 
 

(3) 相手国側負担事項 

  特になし 
 

(4) 概算事業費 
 概算事業費 16.93 億円（無償資金協力 16.77 億円、「ト」国側負担 0.16 億円） 

（5） 工期 
詳細設計を含め約 20.0 ヵ月 

 
(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

 海洋汚染防止条約に準拠した設備（油水分離器、汚水タンク、NOx 排出を抑制したディーゼ

ル機関）を採用する 
 
５．外部要因リスク 
(1) 想定を超える需要の増加 
(2) 座礁、衝突等の事故または荒天による運休 
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６．過去の類似案件からの教訓の活用 

 特になし 
 
７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 
(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 
事業効果測定指標：乗客、貨物ともに過積載での運航がなくなる。 
 

 2006 年（実施前） 
（年間 53 航海中） 

2010 年（実施後） 

乗客定員超過航海数 4 航海 0 航海 
貨物過積載航海数 47 航海 0 航海 

   
(2) その他の成果指標 
特になし 
 

(3) 評価のタイミング 
 貨客船の供与開始（2010 年）以降 
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4-6 収集資料リスト 

 
様式第１号（記第２関係）

（収集／作成資料）

資料リスト（□収集資料／□専門家作成資料） 平成19年  3月　　日作成
主管部長 文書管理課長 主管課長情報管理課長技術情報課長 図書館受入日

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄID 調査団番号

地域 南太平洋 調査団名 離島間連絡船整備計画 調査の種類 港湾 担当部課
国名 トンガ王国 配属機関名 現地調査期間平成19年 2月24日～平成19年 3月22日 担当者氏名

番号　　　　　　　　　　資料の名称 形態 収集 専門家JICA テキ 　　　　　　　　　　収集先／発行機関 取扱区分 図書館記入欄
資料 作成 作成 スト

1 Strategic Development Plan Eight 図書 ○ Government of Tonga JR・CR(   )・SC
2006/07-2008/09

2 Corporate Plan 2007 - 2010 ﾌﾟﾘﾝﾄ ○ Ministry of Transport JR・CR(   )・SC

3 Strategic Plan 2005-2007 ﾌﾟﾘﾝﾄ ○ Ministry of Marine and Ports JR・CR(   )・SC

4 Balance of Payment ﾌﾟﾘﾝﾄ ○ Statistics Department JR・CR(   )・SC
　　　Quarterly Bulletin March 2006

5 Pacific Regional Study Volume 2 ﾌﾟﾘﾝﾄ ○ Government of Australia JR・CR(   )・SC
  Country Action Plan Tonga June 2004

6 Annual Report for The Year 2005 ﾌﾟﾘﾝﾄ ○ Ministry of Marine and Ports JR・CR(   )・SC

7 The Shipping Act （抜粋） ﾌﾟﾘﾝﾄ ○ Ministry of Marine and Ports JR・CR(   )・SC
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